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要  旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本年４月より消費税が８％となりました。総務省が８月29日に発表した７月の家計調査では、１世帯（２

人以上）当たりの消費支出は物価変動を除いた実質で前年同月比5.9％減少しており、消費税増税の影響は

深刻です。中小業者の営業と暮らしはまさに危機に陥っています。私たちが６月から７月にかけて会員に

実施した消費税増税影響調査アンケートでは、57％が「売り上げが減った」と答え、63％が「利益が減っ

た」と答えています。消費税の価格への転嫁は、64％が完全にはできておらず、身銭を切らざるを得ない

状況です。増税後に倒産・廃業した業者も少なくありません。また、多くの市民も物価上昇、収入減、社

会保障削減の三重苦を強いられています。中小業者も市民もこれ以上の負担には耐えられません。 
 それにもかかわらず、政府は夏場の経済指標を踏まえて年内に来年 10 月からの消費税 10％を決めると

しています。私たちは営業と暮らし、そして地域経済を根本から壊すことになるこの増税を許すわけには

いきません。 
 そもそも消費税は低所得者ほど負担が重い、弱い者いじめの税金で、社会保障財源としてはふさわしく

ありません。財政再建のためというなら、今でさえ大変な国民への負担増では解決しません。税金の使い

方を国民の暮らし・福祉優先に切りかえ、輸出や株取引などで大もうけしている大企業・大資産家に応分

の負担を求める必要があります。 
 今政府がやるべきは増税法附則第18条３項に基づき、消費税増税を中止することです。 
 よって、下記の事項について請願します。 
 
１．消費税10％増税の中止を求める意見書を政府に提出すること。 
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